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浜田技術センター汚染土壌詳細調査業務委託 R6.9.9
島建コンサルタント株式会社
出雲市大社町入南１３０７－４５

4,996,200
地方自治法施行令第
167条の2第1項第2号

契約の相手方でないと、目的を達しえない

令和６年度離職者等再就職訓練事業（WEBアプリ開発科
（在宅受講））

R6.9.30
株式会社テックアイエス
愛媛県松山市湊町4丁目6番12池田ビル1階2

7,920,000 第167条の2第1項第2号 公募型プロポーザルにより委託先を選定。

株式会社　ホームケアー島根
島根県出雲市斐川町上直江２１３９－１３５

3,696,000 第167条の2第1項第2号 公募型プロポーザルにより委託先を選定

産業技術センター

東部高等技術校 単価契約

西部高等技術校 単価契約

令和６年度離職者等再就職訓練（パソコン・子育て資格取
得コース（浜田））業務委託

R6.9.12
株式会社　ソコロシステムズ
島根県益田市三宅町1-19

4,455,000 第167条の2第1項第2号 公募型プロポーザルにより委託先を選定

令和６年度離職者等再就職訓練（福祉サービス資格取得
コース（益田））業務委託

R6.9.6

西部高等技術校 単価契約

次世代産業マッチング支援業務 R6.9.11
東京都渋谷区神宮前三丁目２１番５号
株式会社サーキュレーション
代表取締役社長 福田 悠

3,300,000
地方自治法施行令167
条の2第1項第2号

公募型プロポーザルにより委託先を選定 産業振興課

令和6年度イノベーション人材採用のために企業が連携して
行う学生支援の有効検証事業

R6.9.3

島根県出雲市今市町３２１－３
株式会社島根情報処理センター内　チーム出雲オープンビ
ジネス協議会
会長　和田　正志

3,960,000
地方自治法施行令第
167条の2第1項第2号

本業務の実施にあたっては、以下の理由からチーム出雲
オープンビジネス協議会が唯一の委託先と考えられる。
・本業務は、企業が連携して学生支援を行うことが、より高
度な人材の採用に有効か検証することを目的としており、
企業同士の関係性の構築が重要となる。
・当協議会は、県内外の各種案件を共同受注するために島
根県出雲市に拠点をおくIT関連企業（約２０社）が集まった
組織であり、日頃から企業同士の関わりが深い。
・また、当課のIT人材育成・確保事業への協力実績も十分
にあり、今回期待する業務内容の遂行（新たな人材確保の
取組の実施及びその効果検証業務）が可能であると考えら
れる。

産業振興課

 令和6年度デジタルリーダシップ人材育成事業 R6.9.2
受託者　東京都渋谷区鶯谷町3−3
株式会社グッドパッチ
取締役執行役員　槇島俊幸

6,899,970
地方自治法施行令第
167条の2第1項第2号

・本業務は、県内企業の経営層に近い従業員を対象に企
業のデジタルトランスフォーメーション(以下、DX)につながる
経営戦略の手法をデザイン的視点に基づいて習得すること
を目的としている。そのため、プロダクトデザインに留まら
ず、汎用的なデザイン思考に基づく高度なコンサルティング
能力が求められる。
・同社はデザインに関する知見に基づいた製品設計から、
企業の経営戦略や事業開発に関するコンサルティング、さ
らに自治体の施策立案への助言などを行っており、デザイ
ン思考に関する豊富な実績がある（例：新潟県のデザイン
参与就任）。
・島根県内においては令和5年度のDX人材育成事業　ユー
ザー調査及び研修企画業務の受託者として、県内企業の
DX推進に向けたインタビューとワークショップを実施してお
り、デザイン思考に関する深い知識と経験を有している。
・令和5年度はDXに向けたデザイン的視点についての考え
方についてワークショップを実施したが、令和6年度はこれ
を踏まえて、参加企業各社の課題に基づいたDX計画の策
定からソリューションのプロトタイプ作成までをカバーする
ワークショップを実施する予定である。
・また、松江高専や島根県職員向けのデザインワークショッ
プ、島根大学での授業支援など、県内におけるデザイン思
考の動向や状況について深い知見を有しており、本業務を
効果的かつ円滑に進めるための能力を備えている。
・他社と差別化する最大の特長は、独自開発した「実践志
向」のワークショップ手法である。この手法は、単なる理論
に留まらず、実際の課題に対して直感的かつ実践的にアプ
ローチし、参加企業が自ら考え、具体的な行動を通じて課
題を解決するプロセスを可視化し、即時フィードバックを可
能とする。この手法により、県内企業の課題・ニーズへの共
感と理解を深めるための具体的な方法を、一貫して体験で
きる場を提供できる。

産業振興課

技術シーズ育成支援事業委託研究契約 R6.9.8
国立大学法人島根大学　学長　大谷浩（松江市西川津町
1060番地）

1,496,000
地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号

委託先を公募し、外部審査委員等による審査会の結果によ
り採択候補と決定したため

産業振興課

技術シーズ育成支援事業委託研究契約 R6.9.20
国立大学法人島根大学　学長　大谷浩（松江市西川津町
1060番地）

1,300,000
地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号

委託先を公募し、外部審査委員等による審査会の結果によ
り採択候補と決定したため

産業振興課

技術シーズ育成支援事業委託研究契約 R6.9.20
国立大学法人島根大学　学長　大谷浩（松江市西川津町
1060番地）

1,500,000
地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号

委託先を公募し、外部審査委員等による審査会の結果によ
り採択候補と決定したため

産業振興課


